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Japan-CLPのご紹介と、

第五次環境基本計画への意見
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中央環境審議会総合政策部会 意見交換会

2017年 10月 30日

日本気候リーダーズ・パートナーシップ 代表代行

石田 建一

（積水ハウス株式会社 常務執行役員
環境推進部長兼温暖化防止研究所長）
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このままでは人々の暮らしはもとより、
企業活動が成り立たなくなる。
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出典：アジア開発銀行,A region at Risk( 2017), Blackrock (2016)“adopting portfolios to climate change”, ：Business Insider (2014） 他

気候変動は社会への脅威。ビジネスにも影響
背景
認識

「4度上昇の世界では、

保険を掛けられなくなる」
AXA CEO兼会長

気候変動は科学的根拠に基づくもの。
世界各地で甚大な被害が出ている。

アジアへの影響は
“壊滅的”
アジア開発銀行

気候変動問題の解決が必要
（全世界で一致→パリ協定合意）
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脱炭素化へ、企業の責任とビジネスチャンスが存在する

脱炭素化への対応に乗り遅れると、企業は存在出来ない。

背景
認識

「排出ゼロは必須。“いつできるか”を議論」

モロッコは2030年に電源の52％を再エネへ
途上国は、一足飛びで脱炭素社会構築へ向かう

年間6兆ドルの調達にむけた議論 ＠COP22

「気候リスク対応は不可逆的トレンド」

「対策を怠れば資金繰りが厳しくなるだろう」

「気候リスクを無視すると、リターンを阻害する懸念」
BLACK ROCK

出典・写真：COP22 ビジネス会合資料（Japan-CLP) 他
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Japan-CLPは、気候変動への企業責任を果たし、業績も向上させる

出典：各社ＨＰ，公表資料より抜粋



一部ロゴのない企業有。2017年10月現在

日本気候リーダーズ・パートナーシップ(Japan-CLP)
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「脱炭素社会の実現には、産業界が健全な危機感を持ち、積極的行動を開始すべき」
との認識の下、2009年7月設立。

純民間の企業グループとして、多様な業界から企業が参加。（現時点のメンバー数は43社）
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Japan-CLPの目指す姿

写真：ＷＥＦ

写真：Forbes

将来にわたり、社会から必要とされる企業へ

画像：We Mean Business

政策提言

自社の

脱炭素化
脱炭素

ビジネス

共通
認識

情報
交換

志
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第五次環境基本計画の検討における基本的視点

多くの先進国が脱炭素に舵を切り、途上
国は一足飛びに脱炭素社会に向かう。
☞日本が後れを取りつつあることを懸念。

脱炭素化の潮流は、ビジネスにも影響。
☞適切に対処しない場合、日本企業の
信頼性や競争力にも影響

従来より一歩踏み込んだ内容とすることを期待

米加州2045年再エネ100%法案を審議

サウジの太陽光入札
1.7¢/kWhを記録

英国 2025年迄に全石炭火力を閉鎖へ

出典：英国政府HP ttps://www.gov.uk/government/news/new-direction-for-uk-energy-policy, 日本経済新聞 2017年9月12日付朝刊他

（世界のバリューチェーンから外されるリスク）
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第五次環境基本計画の内容についての意見

上記を踏まえた具体的な政策として、以下の検討と導入を望む。

脱炭素化に効果的で、且つ脱炭素需要（マーケット）の拡大に有効な
レベルの炭素価格付け（カーボンプライシング）。

カーボンプライシングのみでは脱炭素化が困難な脱炭素社会インフラ
等*は、将来への投資と位置づけ、公共投資の対象とすること。

社会全体が脱炭素化に向かうには、以下の「明確なシグナル」が必要。

政府による中長期の脱炭素化戦略と目標（2050年に8割減は最低
限）の策定と、社会全体での共有。

企業が経営資源を脱炭素イノベーションに向けるための、「率先して努
力した人が報われる社会環境（インセンティブ）」、及び「脱炭素への需
要（マーケット）」の創出。

*例：地域主導の再エネ発電施設、分散型送電網、住宅・オフィスの断熱改修等


